
 

消費税の軽減税率の制度設計と導入時期の明確化を求める意見書 

昨年１２月１２日、「平成２６年度税制改正大綱」において、軽減税率については「消費

税率１０％時に導入する」と盛り込まれました。 

軽減税率は、低所得者層を含む消費者全体へ持続的に恩恵が及ぶ制度であり、欧米諸国

の多くは、飲食料品など生活必需品に対して適用されており、国民の負担軽減のための制

度として長く運用され続けています。 

わが国においては、世論調査においても明らかな通り、多くの国民が制度の導入に賛成

しており、国民的な理解を得ています。 

消費税率１０％への引き上げ時期については、本年末にも総理によってその判断が示さ

れる方向です。 

 よって政府におかれては、現状を踏まえ下記の事項について適切な措置を講じられるよ

う強く要望いたします。 

記 

１．軽減税率制度の対象品目や納税事務のあり方など詳細な制度設計の協議を急ぎ、本年

末までに結論を出せるよう、取り組みを進めること。 

２．軽減税率の導入開始の時期については、「消費税１０％への引き上げ時」に実施するこ

と。 

 

 以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 
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